
は じ め に

わが国の自殺死亡数は，1998年以降３万人前

後で推移し，2003年には人口動態統計が確立さ

れた1899年以来の最高値（32,109人）であった。

厚生労働省の「自殺予防に向けての提言 」は，

自殺はすべての国民にとって身近に存在する問

題であり，地域の実情に応じた自殺予防のため

の実態把握が必要であると述べている。

埼玉県川口保健所は，東京に隣接した県中央

南部の川口市（人口約47.6万人）と鳩ヶ谷市（同

5.6万人）を所管しており，保健所管内（川口管

内）の2003年の自殺死亡数も，所管区域が現在

の２市（川口市，鳩ヶ谷市）になった1967年以

来の最高値（140人）を示した（図１）。2003年

の全国の自殺死亡率は，男は38.0，女は13.5で

あったが，埼玉県の男の死亡率（31.5）は都道

府県順位（降順）42位，女の死亡率（13.3）は
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目的 川口保健所管内の自殺の現状を明らかにするとともに，2003年の自殺死亡の増加の要因を検

討し，地域の自殺予防対策の基礎資料とする。

方法 人口動態統計を用い，自殺死亡数・死亡率の年次推移について回帰分析を行った。2001～2003

年の３年次における埼玉県川口保健所管内（川口管内）の人口動態調査死亡小票のうち，死因

が自殺による349人分について，年齢階級別死亡率，月別死亡数，手段別死亡数および配偶関係

別死亡数について検討した。

結果 川口管内の2003年の自殺死亡数は過去最高の140人であり，男の死亡率は全国と埼玉県の値を

上回っていた。1991年以降，川口管内，埼玉県および全国の自殺死亡数・死亡率は直線的増加

傾向が認められ，回帰分析の結果，2013年には川口管内で180人以上，全国で44,000人以上の死

亡数が予測された。年齢階級別死亡率の年次推移では，３年次とも55～64歳の年齢階級で最も

高く，2003年では，35～44歳，45～54歳の年齢階級で前年の２倍に増加したことが認められた。

2003年の月別死亡数では，２～６月で平均死亡数の1.6倍に増加し，手段別死亡数の割合ではガ

スが増加したことが認められた。ガスは，2001年，2002年には皆無であった練炭等によるもの

が６％，従来の排ガス等によるものが５％であった。

結論 長期的には自殺死亡の直線的増加傾向が認められた。2003年の急増については，月別死亡数，

手段別死亡数の検討から，練炭等を使用した自殺の報道が手段の模倣にとどまらず自殺死亡を

引き上げたのではないかと示唆された。地域の自殺の現状を把握し，自殺予防対策を推進する

必要があろう。

キーワード 自殺，人口動態統計，手段別死亡数，練炭
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同29位であり，埼玉県は自殺の高率県ではない。

しかし，1989年からの推移を検討すると，死亡

率の増加の比が大きい県であると報告されてい

る 。一方，埼玉県における川口管内の状況は，

川口市の男の死亡率（40.8）は，90市町村中の

25位（降順）で，鳩ヶ谷市の死亡率（45.4）は

16位であった。女の死亡率では，両市とも60位

前後で低率であった。このように，川口管内は

自殺死亡の多発地域ではないが，2003年の死亡

数は前年の1.4倍に急増して最高値となり，男の

死亡率が全国より高い値を示したことは注目す

べきであろう。

本研究は，人口動態統計と人口動態調査死亡

小票から川口管内の自殺の現状を明らかにする

とともに，2003年の自殺死亡の増加の要因を検

討し，地域の自殺予防対策の基礎資料とするこ

とを目的としている。

方 法

統計資料には，人口動態統計，保健統計年報

（埼玉県），保健所年報（埼玉県川口保健所），

埼玉県の推計人口（各年10月１日現在），埼玉県

町（丁）字別人口調査結果報告（各年１月１日

現在）を用いた。自殺死亡数・死亡率の年次推

移については，回帰分析（Excel）を行った。

2001年１月から2003年12月における３年間の

人口動態調査死亡小票（川口管内）のうち，死

因が自殺による349人（男269人，女80人）分に

ついて指定統計調査調査票の使用の承認を得て，

年齢階級（10歳）別死亡率，月別死亡数，手段

別死亡数，配偶関係別死亡数について分析した。

自殺の手段は，縊死〔縊死，縊頚，絞首および

窒息の記載のあるもの〕，飛び降り〔高所からの

飛び降りの記載のあるもの〕，ガス（練炭等）〔練

炭，豆炭，切炭による一酸化炭素中毒の記載の

あるもの〕，ガス（排ガス等）〔排ガス，炭酸ガ

スによる一酸化炭素中毒の記載のあるもの〕，溺

死（溺死，溺水および入水の記載のあるもの），

焼身〔焼身，焼死および熱傷による記載のある

もの〕，その他に分類した。

結 果

(１) 自殺死亡数と死亡率の年次推移

図１は，川口管内と全国の自殺死亡数の推移

である。全国総数は，1985年前後の山の後減少

したものの，1998年以降３万人を超える増加を

示し，2003年には32,109人となっている。川口

管内総数は，おおむね全国と同様なパターンで

推移し，1998年に122人となり，2001年，2002年

に減少するものの2003年は再び増加し，過去最

高の死亡数140人となっている。男の死亡数は女

を上回って推移しているが，1991年以降は男女

の差が大きく，2003年には男が女の４倍となっ

ている。

川口管内，埼玉県と全国の男の死亡率（人口

10万対。以下同じ）の年次推移（図２）では，

３者とも1998年以降高い死亡率を示したことが

認められ，2003年では川口管内の死亡率が全国

と埼玉県より高い値（41.3）を示した。川口管

図１ 自殺死亡数の年次推移（川口管内総数・男・女，
全国総数）

死
亡
数
（
川
口
管
内
）

160
人

140

120

100

80

60

40

20

0
1967
･･年

0

5

10

15

20

25

30

35
千人

死
亡
数
（
全
国
）

図２ 男の死亡率の年次推移（川口管内・埼玉県・
全国）

死
亡
率
（
人
口
10
万
対
）

45

40

35

30

25

20

15

10

5

1
1984 ’90 ’00

川口管内

埼玉県

全国

川口管内総数

川口管内 女

川口管内 男

全国総数

･･年
’03’95

’75 ’80 ’85 ’90 ’95 ’03’00

－39－

第52巻第13号「厚生の指標」2005年11月



内の女の死亡率は，観察期間中12.0前後で推移

し，2003年は10.8で死亡率においても男の1/4の

値である。

川口管内と全国の死亡数が，1986年の山の後

最低値を示した1991年から2003年までの死亡数・

死亡率の推移についての回帰分析結果を表１に

示す。決定係数（r）が0.7以上の場合は，10年

後（2013年）の予測値を示した。

川口管内総数，川口管内男，埼玉県総数，埼

玉県男女，全国総数，全国男については，死亡

数，死亡率ともに決定係数（r）が0.7以上で直

線的増加傾向が認められる。このままの推移が

継続すると，川口管内の死亡数は，2013年ごろ

は総数で186人前後，男では146人前後の死亡数

が予測される。全国の総数では，44,000人，男

では33,000人を超えると予測される。

(２) 年齢階級別自殺死亡率

川口管内男の年齢階級（10歳）別死亡率の年

次推移を図３に示した。３年次とも55～64歳で

最も高い死亡率（64.1～82.9）を示し，65歳以

上で40前後の死亡率であった。2003年では，

35～44歳，45～54歳の死亡率が前年の２倍に上

昇したことが認められる。45～54歳，55～64歳

の死亡率は，埼玉県，全国と比較しても高い値

である。川口管内女の年齢階級別死亡率は０～26

に分布し，2003年で最も高い死亡率は，75歳以

上で25.7である。

(３) 月別自殺死亡数

2003年の川口管内月別死亡数を，2001年，2002

年の平均死亡数と比較した（図４）。2003年の１

～12月の死亡合計数は，平均死亡数（105人）の

1.3倍である。月別に1.3倍以上増加した月は，

２月，３月，４月，６月，10月，11月である。

２～６月の死亡数の合計では，平均死亡数の1.6

倍の死亡数を示している。図には示していない

が，2003年の全国においても，３～６月の死亡

数が2002年より増加しており，４カ月の死亡数

の合計は1.2倍の増加が認められる。

(４) 手段別自殺死亡数割合

2001～2003年の３年間の川口管内総数で最も

多い手段は縊死62％で，次いで飛び降り13％，

ガス６％，溺死５％，焼身３％，その他10％で

あった。男は，縊死67％，飛び降り11％，ガス

７％，溺死３％，焼身２％であった。女の割合

表１ 回帰分析の結果（1991～2003年)

自殺死亡数 自殺死亡率

決定係数
(r)

2013年
予測値

決定係数
(r)

2013年
予測値

川口管内 0.7549 186 0.7168 35.0
男 0.7622 146 0.7454 54.1
女 0.1834 － 0.1332 －
埼玉県 0.8210 2217 0.7859 35.2
男 0.8029 1642 0.7801 46.0
女 0.7815 575 0.7326 17.2
全国 0.8068 44312 0.7952 34.9
男 0.8463 33880 0.8395 54.6
女 0.5367 － 0.4731 －

注 「－」の欄は，決定係数が0.7未満のため予測値を示していない。

図３ 男の年齢階級別自殺死亡率の年次推移（川口管内）
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図４ 川口管内月別死亡数（2003年，2001年・2002年平均
死亡数）
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を男と比較すると，縊死が49％と低く，飛び降

り（23％），溺死（10％），焼身（６％）の割合

が高かった。

川口管内および全国の2003年と2001年，2002

年の手段別死亡数割合（平均割合）の比較を行

った（図５）。川口管内2003年では，縊死の割合

は平均割合とほぼ同様であったが，飛び降りが

減少し，ガスの増加が認められる。2003年のガ

スの内訳は，2001年，2002年には皆無であった

練炭等によるものが６％，従来の排ガス等によ

るものが５％であった。全国においても，2003

年にガスの割合が増加していることが認められ

た。

(５) 配偶関係別自殺死亡数割合

2001～2003年の３年間の川口管内の自殺死亡

の配偶関係別割合を，全国（2003年）の自殺死

亡および総死亡と比較した（図６）。配偶関係別

割合は年齢によって状況が異なるため，ここで

は自殺死亡数の割合が約50％を占める45～64歳

（川口管内172人）について検討した。川口管内

（自殺）の割合を全国（総死亡）と比較すると，

有配偶が48％と低く，未婚（26％），死別（８

％），離別（19％）の割合が高いことが認められ

た。全国においても，自殺の有配偶の割合は総

死亡より低くなっている。

考 察

1991年以降，川口管内（総数・男），埼玉県（総

数・男・女），全国（総数・男）の死亡数が直線

的増加傾向をたどっていることが認められた。

1947年以降の全国の自殺死亡数は増加と減少を

繰り返し，1958年の山，1986年の山を形成し，

1998年以降は３番目の山の途上のように観察さ

れる。このような歴史的推移から今後も大きな

山の後死亡数の減少をたどるとの見方もできる

だろう。しかし，日本の将来推計人口 は，65歳

以上人口は10年後に19％から24％に増加する。

川口管内は2015年に65歳以上人口がほぼ倍増す

ると推計されている 。比較的高い死亡率を示し

ている65歳以上の人口が増加することと，男で

最も高い死亡率を示している55～64歳の人々が

10年後の65歳以上になって死亡率が激減すると

は推測しにくいことから，自殺死亡数の減少は

見込めないと考える。したがって，今後も多少

の増減はあるものの，おおむね直線的な増加傾

向をたどると思われ，表１で示した2013年の予

測値は妥当なものと考えられる。10年後に川口

管内で180人以上，全国で44,000人以上の死亡数

が予測され，地域保健において自殺予防は緊急

な課題であると考える。

長期的には直線的増加傾向をたどりながらも，

2003年には自殺の急増が観察された。単年の地

域の増加は，偶発的誤差の可能性も考えられる。

しかし，2003年は全国，埼玉県でも死亡数・死

亡率が増加していることから，川口管内におけ

る偶発的な増加ではないと推測された。2003年

の月別死亡数では，２～６月の死亡数の合計は

平均死亡数の1.6倍の死亡数を示している。2003

年は，練炭自殺，インターネットを介して知り

合った者同士による集団自殺が社会問題化して

いた。練炭等を使用し，インターネットを介し

た集団自殺と報道された事案を新聞報道で調べ

図５ 手段別自殺死亡数割合（川口管内・全国) 図６ 配偶関係別自殺死亡数の割合（45～64歳)
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ると，２月１件，３月１件，４月２件，５月３

件，６月２件と２～６月に集中し，その後散発

していた（警察庁発表2003年：12件）。この時

期，インターネットとの関連は不明であるが，

練炭等を使用した自殺の記事はさらに多いこと

も認められた。川口管内で月別死亡数の増加し

た時期と練炭等による自殺の新聞報道の時期が

ほぼ符号するように考えられる。初めて報道さ

れる情報や繰り返し報道される情報のインパク

トは事案の件数とは異なっていると推察され，

報道による情報量を量ることは困難であるため，

ここでは時期的把握を目的として事案件数のみ

を取り上げた。2003年の手段別死亡数の割合で

は，川口管内，全国でガスの増加が認められる。

川口管内では，2001年，2002年には発生してい

なかった練炭等による死亡が６％確認された。

埼玉県警察本部の資料 （埼玉県警死体取扱数）

によると，練炭等使用自殺は2002年に４件であ

ったが，2003年は108件増加して112件であった。

高橋 は，ネット・練炭関連の自殺の状況を群発

自殺（連鎖自殺）であると指摘している。群発

自殺（連鎖自殺）とは，ある人物の自殺が何ら

かの誘因となって，他の複数の自殺を引き起こ

す現象である。自殺の危険が潜在的に高い人に

とっては，マスメディアによる報道の影響は大

きいと考えられ，「自殺予防に向けての提言 」

は自殺報道のあり方について言及している。月

別死亡数の状況からみると，川口管内では，練

炭等を使用した自殺の報道が練炭という手段の

模倣にとどまらず，自殺そのものも引き上げた

のではないかと示唆される。

自殺の原因について，埼玉県警察本部の資料

をみると，男では33％が経済生活問題，次に精

神障害25％，病気苦18％，家庭問題10％と続い

ている。女では54％が精神障害，病気苦21％，

家庭問題12％，経済生活問題６％となっている。

一方，救命救急センターに搬送された自殺者（未

遂者）を対象とした研究からは自殺と精神障害

との関連が深く，飛鳥井 ，張 は自殺者の約90

％が自殺時に何らかの精神障害に罹患していた

と報告している。飛鳥井は，自殺者中に占める

精神障害の割合を推計した結果，抑うつ性障害

圏46％，精神病圏26％，物質乱用性障害圏18％

であると述べている。自殺の要因は，多層的に

折り重なっていると考えられる。自殺は個人的

な原因で起こるが，その背景には，社会・経済・

文化的な要因があるといわれている 。高橋

は，ある国，地域によっては伝統的に自殺が許

容されるような社会的風潮があること，短期間

での社会価値の激変が自殺の急増につながるこ

とを指摘している。また，社会，経済状況の指

標である完全失業率と男の自殺死亡率には相関

関係があるとの報告 もある。2003年の練炭等自

殺報道の影響が示唆される群発自殺も社会的要

因に基づく ものといえよう。その時代の社会・

経済・文化的な要因に影響を受けやすい年代か

どうかも重要であろう。個人的には，経済生活

問題，病気苦，家庭・勤務・男女問題といった

原因がある。さらに，それらの多くの場合に精

神障害が重なっているという状況である。

これらの地域の自殺の現状を把握し，地域に

応じた自殺予防対策を講じる必要がある。「行政

担当者のための自殺予防対策マニュアル」 で

は，自殺予防対策を推進するに当たっての組織

づくりをあげている。川口保健所では，地域精

神保健福祉連絡協議会（管内市保健福祉行政関

係者，精神病院関係者，学校関係者，社会福祉

協議会，民生委員，精神障害者家族会，警察な

ど）を組織し，会議，研修会を行っている。既

存の地域精神保健福祉連絡協議会などを活用し，

地域の精神保健福祉にかかわる課題の発見と解

決，さらに自殺予防につなげていくような活動

が重要であろう。

また，精神保健福祉相談員や保健師の個別事

例に対する対応能力の向上 を図ることが必要で

ある。川口管内の自殺の配偶関係別割合におい

て，総死亡より有配偶の割合が低く，その他の

関係の割合が高いという結果は，自殺が孤立し

た病 といわれていることを示唆している。しか

し一方，自殺は病死や事故死以上に残された遺

族に深刻な影響を与え ，その遺族の自殺の危険

が高くなるといわれている。有配偶の割合が低

いとはいえ約50％であることは，親，兄弟だけ

でなく配偶者またはその子どもも深刻な影響を
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受けることになる。遺族に対して適切なケアが

望まれる。

自殺未遂者については，川上らの報告 から試

算すると，全国の20歳以上では40万人となり，

自殺者の背後には10倍以上の自殺未遂者がいる

と推定され，地域社会に及ぼす影響は大きくな

ると考えられる。自殺未遂者が既遂自殺につな

がる危険が高いといわれており ，長期的なサポ

ートが必要と考える。さらに，中高年の男で死

亡率が高いことから，自殺予防活動を推進する

際には，事業所など職場との連携 を深めること

は有効であろう。

2003年の増加の要因を考えると，センセーシ

ョナルな自殺報道が続く時期は，関係機関が協

力して群発自殺防止の対策を講じる必要がある

と考えられる。
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